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教 育委 員会 の 「形骸化」と 「活性化」
三 上 昭 彦
は じ め に
昨年8月20日,3年間の審議 を終えた臨時教育審議会(臨 教審)は,4次 にわたる答申を通
して,「個性重視の原則」に立ち,「生涯学習体系への移行」を主軸 とす る教育体系再編の青写
真 と多様な改革のメニューを提示 した。そのなかで私たちが注 目す ることがらの一つに,第2
次答申(1986・4・23)が提言した教育委員会制度の 「活性化」問題がある。
同答申はその第4部 「教育行財政改革の基本方向」のなかで,今 日の教育委員会は,「各地
域の教育行政に直接責任をもっr合 議制の執行機関』 としての自覚 と責任感,使 命感,教 育の
地方分権の精神にっいての理解,自 主性 ・主体性に欠け」,「制度 として形骸化 していた り,活
力を失ってしまっているところも少なくなく制度本来の機能を十分に果たしているとは言い難
い」 と,そ の現状をかなりきびしく批判 している。 こうした認識にたって答申は,「この制度
を真に再生し,活性化させるための国民的合意の確立が必要である」とのべ,い くつかの当面
の改善方策を提示 している。
これだけはっきりと教育委員会の 「形骸化」を指摘 し,その 「再生 と活性化」 を提言 したも
のは政府関係機関の文書としては,恐 らく初 めてであ り画期的である。しかし,問題はその先
にある。まず,な ぜ教育委員会は,こ のように 「形骸化」 し 「活力」 を失ってしまったのか,
その原因をあきらかにすることである。っぎに,この制度 を 「真に再生 し,活性化させる」 と
はどうい うことか,す なわち,そのねらいと内実を吟味することである。さらに,そ のための
方策を明確にすることである。答申はこれらのいずれの点でも多 くの問題をはらんでいる。
さて,答 申の提言を受け,そ れを具体化するために文部省に設けられた 「教育委員会の活性
化に関する調査研究協力者会議」(座長 ・木田宏独協学園理事長)は,「教育委員会の活性化に
っいて」 と題する報告書をまとめた(1987・12・4)。これを受けて同省は,教育助成局長通知
「教育委員会の活性化について」(同・12・16)を都道府県および指定都市教育委員会などに送
付するとともに,今 次通常国会に 「地方教育行政の組織及び 運営に関す る法律」(地教行法)
の改正法案を提出するための準備作業を進めていると伝えられている。
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小論では,臨教審答申に見 られる教育委員会制度に関する現状認識,歴 史認識,改 革の課題
意識 と方策などの検討を通 して,多 くの面で形骸化 してきているこの制度を 「真に再生 し,活
性化させる」方途を考えてみたい。
1.臨 教審答申の現状認識 とその問題点
臨教審答申が,今 日の教育委員会は 「形骸化」し,「活力」を失っているものも少な くないと
して,その現状をかな り厳 しく批判 したことは画期的である,と さきに述べた。恐らく,中教
審をはじめ文部省関係の審議会では,こ うした指摘は出されなかったと思われる。およそ10年
前,文部省関係者などは教育委員会制度の現状について,次 のように見ていたからである。
「教育界に秩序 と安定向上をもたらす過程において,地方教育行政機関 としての市町村教育
委員会が第一線にあって大きな役割を果たしてきたことは,こ の教育委員会制度が着実に成
長 し,わが国に定着 してきたことを物語るものといえる」(諸澤正道 ・文部省初中局長 〔当
時〕の指摘,r教育委員会月報』1976年10月号)。
「現在,教 育委員会制について,これはぜひとも改正の急務に迫 られているといったような
問題はあまりないようである。そのことも,教育委員会制が概して うまくいっていることを
物語るものであろう」(相良惟一 ・巻頭論文,r教育委員会月報』1978年11月号)。
もっとも,こ うした認識は,そ の後い くっかのことがらを契機にかな り変化 してきたことも
事実である。例えば,玉井 日出夫 ・文部省地方課長補佐は,「教育委員会の運営にっいて,教育
委員会の会議が形式化,マ ンネ リ化しているなどレイマンコントロールの趣旨が形骸化 してい
るのではないか,地域住民 との意思疎通が必ずしも十分ではなくその多様なニーズへの教育委
員会の対応が画一的,硬 直的ではないかといった意見や批判がある」(前掲誌,1985年1月号)
と間接的な表現ながら,教育委員会制度の 「形式化」「マンネ リ化」「形骸化」の実態を認めて
いる。また,文部省が臨教審の ヒヤリングの際に提出 した資料 「教育委員会制度の現状と課題」
(1985・10・29)のなかでも,「今後の課題」 として 「教育委員会の組織,機 能の充実強化」を
掲げ,「教育委員会が,父母,地 域住民の身近な存在 として その声を十分かつ適切に 反映 しな
がら一層活発な運営が行われるよう関係者の自覚と自主的努力を促進するための方策が必要で
ある」としている。
こうした変化は,次 のような事実を背景にしていることは間違いないであろう。すなわち,
東京 ・中野区における教育委員準公選制の実施 とその成果にたいする世論の熱い注目,校内暴
力やいじめなどのいわゆる教育荒廃にたいする教育委員会の対応のにぶさ,さ らにそれらを背
景にして臨教審が,教育委員会制度 を重要な検討課題の一つとして正面から取 り上 ることが明
確になったことなどである。この制度が,「成長 ・定着」 し,「改正の急務に迫 られている問題
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はあまりない」などという認識は,実態からもはるかにかけはなれているばか りでなく,この
制度を検討課題にすえた臨教審に対応できなかったことは明らかである。文部省の最近の認識
に見 られる特徴は,教育委員会の問題のほとんどは,そ の運営面にあるのであり,現行の制度
そのものにはない,と い う点にある。文部省としては,こ うした対応をすることによ り,臨教
審の審議が,現行の任命制教育委員会制度の制度的根幹に及ばないように配慮 したものと思わ
れる。臨教審の現状認識の形成 に少なか らぬ影響をあたえたと思われる教育委員会関係5団 体
連絡会(全 国都道府県教育委員長協議会,都 道府県教育長協議会,全 国市町村教育委員会連合
会,全 国都市教育長協議会,全 国町村教育長会)の見解や提言 も,その基調においてはほぼ同
様であるといえよう。
さて,臨教審の教育委員会制度の問題に関する審議は,ど のように進 められたのだろうか。
臨教審は,第1次 答申(1985・6・26)で,「我が国の教育の現状と問題点は,教育制度や施策
などの在 り方 と深 くかかわっている」「教育の現状を踏まえ,未来を展望 しなが ら,我が国教育
行財政の抜本的な見直 しを行わなければならない」 とのべ,「教育行財政 の見直 し」を 「主要
課題」(8っの柱)の一つにかかげた。そして,「抜本的な見直 し」をおこなう対象領域(課題)
のなかに,「教育における国 ・地方の責任と役割分担」をかかげ,国(文 部省)と 地方公共団
体(都 道府県教委,市 町村教委など)の責任 と役割分担の検討,と くに市町村教育委員会の充
実 と役割の明確化などをあげたのである。
以後これらの問題の検討は,主 として第1部 会が担当することになる。臨教 審 が独 自に編
集 ・公刊した広報誌r臨 教審だよ り』(月刊,1985年1月創刊)な どによれば,第1部 会では,
「文部省の許認可 ・諸規制」(文部省大臣官房),前記の 「教育委員会制度の現状 と課題」(文部
省助成局),「初等中等教育における教育課程行政」(文部省初中局)な どをテーマに 文部省関
係者からのヒヤリングをおこない,つ づいて 「地方教育行政」「教育委員会の活性化にっいて」
をテーマに教育委員会関係者(仙 台市,足 利市,勝 沼町の各教育委員長および県教育長経歴の
ある大学教授)な どからヒヤリングをおこなっている(他 に,第1次 答申以前におこなわれた
前記教育委員会関係5団 体からのヒヤリング,同関係5団 体連絡会の 「教育委員会の(運営の)
活性化」〔第1次,2次 提言〕,全国都道府県教育委員長協議会 ・都道府県教育長協議会 「教育
改革に関する意見 〔その2〕」などがある)。
みられるように,これ らはいずれ も文部省,教育委員会関係者からのものであり,その内容
にはいくっかの共通の特徴がある。一つは,さ きにもふれたように,教育委員の選任制(任 命
制),教育長承認制,教 育委員会の権限問題など現行制度それ自体の問題状況には ほとんどふ
れず(わ ずかに,教育長の任期制 と市町村教育長の専任化のみ),それを前提にして,教育委員
会の機能 と運営の現状 と問題点を指摘 していること,二つは,市町村教育委員会のそれには比
較的詳 しく言及 しているものの,都道府県教育委員会にはほとんどふれていないこと,三つは,
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最 も重要な点であるが,そ こには,住 民の自治 と参加の視点に立った現状 と問題点の指摘が欠
落 していること,で ある。こうした現状認識にみられる一面性 と弱点は,ほ とんどそのまま臨
教審答申にも継承されているといえる。
2.「形 骸化 」 の原 因 と背 景
それでは,な ぜ教育委員会(制 度)は,こ のよ うに 「形骸化」 し 「活力」を失 ってしまった
のであろうか。その原因や背景を明確にすることは,こ の制度を 「真に再生 し,活 性 化 させ
る」ための方策 を明らかにするうえで不可欠である。
臨教審第2次 答申が,そ の原因 としてあげているのは次の3点 のみである。
ω 戦後,教 育における地方自治への大きな転換があったにもかかわらず,依 然 として,
戦前の国から与えられた教育とい う意識が教育関係者の間に根強 く残存 し,自分のことは自
分の責任で,身近な事は身近な機関の責任で処理するという自治意識が未成熟なため,制度
の本旨が十分に生かされていないこと。
② 教育界,学 校関係者の間に,身 内意識が強 く,「教育上の配慮」とい う大義名分もあ
って,問 題を公開して処理 しない閉鎖的な体質と上か らの判断や指示を待つ画一主義的な体
質が働きがちであること。
{3)教育には,安定性や連続性が必要であることとも関連 して改革に対 して消極的な面が
見 られたこと。
なるほど,答申が指摘 しているように教育および学校関係者のなかに,な お 「自治意識の未
成熟」,「閉鎖的」かつ 「画一主義的」体質などがあることは否定できない(も っとも,それは
教育 ・学校関係者に限 られたことではないが)。また,そ れ らがこの制度の 「形骸化」の一因
であり,その背景にあることは確かであろう。教育委員会制度を支え,運営するうえで,関係
者の自治意識と力量が重要な問題であることは論 をまたない。戦後教育改革期,こ の制度の創
設にあた り,あるいは市町村への設置に際して,そ の問題がきわめて重要視 されたことは周知
のことである。その限 りで答申がこの制度を支え,運営する主体の問題に言及したことは,注
目してよい。 しかしながら,「形骸化」の原因と背景を上記の点 だけで説明するのは,あ ま り
に一面的であるだけでなく意図的で あると言えよう。 ここでも答申は,「教育荒廃の諸要因」
の分析(第2次 答申第1部)の 場合 と同様,最 も大きな根本原因 と背景に目を向けることを意
識的に避けている。以下にみるように,答 申のいう 「教育委員会制度の歴史的経験を冷静に踏
まえて」考 えるな らば,そ の大きな根本の原因は,1956年の地教行法による教育委員会制度の
大改編およびその後の一連の教育政策と官僚的,上 意下達的な教育行政の強行にあったことは
明らかであ り,答申のい う 「自治意識の未成熟」,「閉鎖的」かつ 「画一主義的」体質の存在 も
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それと無関係でないのである。
「教育委員会制度の歴史的経験」のなかで最大のことが らは,公選制教育委員会制度(教 育
委員会法)か ら任命制教育委員会制度(地 教行法)へ の改編(改 正)問 題であることは,明 ら
かなことだろう。すなわち,こ の改編によって,ω教育委員の公選制の廃止 と任命 制 の確 立
(地方公共団体の長が議会の同意を得て任命),②会議の公開制原則の後退(法 律に明示 されて
いた規定の削除),{3}教育委員会の権限と規模の縮小(教 育予算,教 育条例原案の作成 ・送付
権=「 二本建制」の廃止,教 育財産の取得 ・管理 ・処分権の廃止,教 育長任命権の制約など),
{4)市町村教育委員会の権限の縮小と都道府県教育委員会の強化(県 費負担教職員の任免権の都
道府県教委への委譲,都 道府県教委の 「準則」制定権,教 育長承認権など),㈲教育長の任用
資格制の廃止 と承認制の導入(都 道府県 ・指定都市の教育長は文部大臣の,市町村教育長は都
道府県教委の承認,な お市町村教育長は教育委員のなかから選任することになる),{6)文部大
臣の権限の強化(教 育長承認権,措 置要求権,教 育委員会の事務処理適正化のための積極的な
指導 ・助言権,調 査権,な ど),{7}教職員の勤務評定,行 政研修の導入および学校管理規則な
どの制定,(8}さらに,旧法第1条 に高 らかにうたわれていた 同法の目的規定(「この法律は,
教育が不当な支配に服することなく,国民全体に対 し直接に責任を負って行れるべきであると
い う自覚のもとに公正な民意により,地方の実情に即 した教育行政を行 うために,教 育委員会
を設 け,教育本来の目的を達成することを目的 とする。」)の全文削除,な どのきわめて重要な
法制度改正が行われたのである。
文部省当局者によれば,改正の趣 旨は,(11教育の政治的中立 と教育行政の安定の確保,(2}教
育行政 と一般行政の調和,(3)国,都道府県および市町村一体 としての教育行政の運営の確保に
あり,それは旧法(教 育委員会法)の 理念を基本的には踏襲 しっつ,同 時に,よ り我が国の実
情に即 した適正な制度 とするためである,とされた(文部省が臨教審に提出した前記文書でも,
全 く同様の説明がなされている)。しかしながら,当時 も,その後今日にいたるまで,繰 り返 し
多 くの論者によって指摘 されてきたように,改正の趣旨とされた上記 「3原則」は教育委員会
法の制定にあたって強調 されていた この制度を貫 く 「3原則」(教育行政の民主化,地 方分権
化,自 主性の確保)あ るいは同法1条 に明記されていた目的規定と比べてみるな らば,そ の強
調点において鮮明な対照をなしてお り,前 者(新 「3原則」)は後者 を全く否定 した とはいえ
ないまでも,それ とは異質な原則であり,それを前面に出 して強調することによ り,本来の原
則をはるかに後退 させていることは,上記の具体的な改正点を一見すればますます明確であろ
う。そ してまさに,30年余 り前のこの法制度の大改編に,こ の制度を 「形骸化」させていく根
本的かっ大きな原因 と必然性があったのである。
すなわち,第1に,公 選制の廃止と公開制規定の削除によ り,住民が教育行政に直接参加 し
意思を反映させる手段はほとんどな くなったことである。公選制の廃止は二重の意味で教育委
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員会の 「民衆的基礎」を奪ったと言える。一方で,住 民を教育委員会から遠 ざけることによっ
て,他方で教育委員(会)を 住民から乖離させることによって。
第2に,教 育委員会は予算,条 例原案の送付権などの重要な権限を喪失あるいは縮小された
ことによって,ま た任命された教育委員は,住 民の直接的信任を受けていないとい う理由によ
り,公選 された首長(任 命権者)や 議会(同 意権者)に たいして自他ともに対等性を失 うこと
によって,行政委員会 としての自主性,主 体性を著 しく弱めたのである。これはまた,教育委
員会の内部においては,教育委員の合議体 としての委員会(狭 義の教育委員会)と 教育長 ・事
務局との関係にも影響をあたえた。すなわち,教育委員会の権限の教育長への委任ともあいま
って,教育委員会の運営の実権は教育長 ・事務局に移行 し,教育委員の合議体 としての委員会
は形式化 していくのである。住民 との直接なパイプを切断 され,権 限を縮小された教育委員会
はその内側から 「形骸化」 していくことは,必然であろう。
さらに第3に,教 育長承認制をはじめ上記の〔4),{5},(6}項にみられるような法制度の改正に
よって,文部大臣,都 道府県教育委員会,市 町村教育委員会の間には,それまで基本的に存在
していなかった上下関係,広 範な分野にわたる強力な 「指導 ・助言 ・援助」関係が作られ,権
限はより上級の行政機関に増大した。文部省一→都道府県教育委員会(教 育長 ・事務局)一 →
市町村教育委員会(教 育長 ・事務局)と いうタテの行政パイプ,上意下達のパイプが太 く貫通
したことは否めない。都道府県教育委員会(教育長 ・事務局)は その結接機関として格別に重
要性をましたといえよう。命令監督権は明文上は規定 されなかったが,文部省な り都道府県教
育委員会の日常的な細部にわたる 「指導 ・助言」が示 されることによって,都道府県教育委員
会あるいは市町村教育委員会は,そ の 「指導 ・助言」に反する,あ るいはそれが許容する範囲
をこえた自主的,主 体的活動を展開することがむずかしくなることは当然であろう。こうして
教育委員会は外側からも 「形骸化」を余儀なくされていくのである。
ただ,看過 してはならないことは,勤務評定や行政研修の導入,学 校管理規則の制定などに
よって,任命制教育委員会による学校や校長をはじめとする教職員にたいする監督権はきわめ
て強化されたことである。また,学校の内部では,「学校における秩序の確立」の名のもとに,
教育行政の末端に位置づけられた学校管理者 としての校長のもとで,「法律(命令)に服 した整
然 とした学校の管理運営体制」を確立することが,強 力にお し進め られてい く。職員会議 を校
長の補助機関 ・諮問機関化 し,いわゆる特別権力関係論にもとつ く職務命令を多用 した学校運
営が常態化 し,校長をふ くめた教職員相互の自由闊達な論議と合意による民主的な学校運営は
大きく後退 してい くのである。そしてこの動向は,1960年代の高度経済成長期の経済政策 に従
属 した教育政策と,「中央直結の地方自治」のスローガンのもとで おし進められた地方政治に
よって一層進行 したのである。
以上のことから,教育委員会の 「形骸化」の最 も大 きな原因は,地教行法によるこの制度の
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大改編 とそれによって確立 された文部省一→都道府県教育委員会(教 育長 ・事務局)一 →市町
村教育委員会(教 育長 ・事務局)と い うタテの官僚的行政機構をとおして押 し進められた上意
下達的な教育行政にあることは明らかであろう。
ところで,こ の法制度の大改編 とその後の上意下達的な官僚的教育行政は,教育委員会制度
それ自体の 「形骸化」をもた らしただけでな く,臨教審答申が,こ の制度の 「形骸化」 の原因
であると指摘 している 「自治意識の成熟」 を妨げ,「閉鎖的」かつ 「上からの判断や指示を待
つ画一主義的」体質などを残存させ,さ らには助長 してきたことが看過されてはな らないだろ
う。「自治意識の未成熟」やこうした 「体質」は,上 からの 「近代化」 と教育の地方自治 ・住民
自治および学校の自治を否定ないし抑圧 してきた戦前の公教育体制のなかで歴史的に形成 され
てきたものである。戦後教育改革 とりわけ公選制教育委員会制度の創設は,戦前の長い間にわ
たり閉 ざされていた,父母 ・住民や教育関係者の教育行政に直接参加する道をはじめて開き,
教育 と教育行政にたいする関心を高揚 させ,自 治の意識 と力量を形成する契機を法制度 として
保障したのである。公選制教育委員会制度はその運営にさまざまな不慣れ,弱点,問 題点があ
ったとしても(むしろ,それはある意味では必然的なことであった),この制度の実施によって
人々の関心が高ま り,自治の意識 と力量が徐々に形成 されたことは事実である。公選制 から任
命制への大改編 とその後の官僚的教育行政は,こ うした道や契機 を閉ざし奪 うことによって,
むしろ 「自治意識の成熟」を妨げ,「閉鎖的」・「画一主義的」体質を残存,助 長 させたという
べきであろう。
3.「活性 化」 の意 味 と方 策
さて,「形骸化」 している多 くの教育委員会を 「真に再生 し,活 性化させる」 にはどのよう
な方策が必要なのであろうか。具体的な方策を論ずるまえに,そ もそも,教育委員会が 「活性
化」し,「真に再生」するとは どのよ うな事態をさし,ど のような要件を満たしていることで
あろうか。このことにかかわって臨教審第2次 答申は,っ ぎの3点 をあげている。
ω それぞれの地域の教育行政が直面 している具体的 ・日常的課題,学校 ・図書館等の実
情や児童 ・生徒 ・父母等をはじめとする地域住民の教育上 の意見 ・批判 ・要望などに精通 し
ていること。
② それぞれの地域の教育行政に関する意思決定,管 理,執 行にっき実質的な当事者能力
と機敏な行動力,明確な責任感をもっていること。
(3)それぞれの地域の特性を考慮 して,個 性豊かな,各 地域住民に密着 した教育行政 を推
進するだけの自主性,主 体性をもっていること。
これ らはいずれも今日の教育委員会に著 しく欠けている点であり,その活性化 と再生に とっ
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て不可欠な要件であることは異論 のないところであろう。しか しなが ら,い うまで もな くこれ
だけでは十分ではない。 すなわち,第1に,「地域住民の教育上 の意見 ・批判 ・要望などに精
通」 しているだけでな く,地域住民に開かれ,地域住民自身がさまざまな方法で決定と運営に
参加 しうるものであること,第2に,学 校や社会教育諸施設 の教職員の教育上の意見 ・批判 ・
要望などに精通 しているとともに,彼 ら自身がさまざまな方法で参加 しうるものであること,
第3に,「実質的な当事者能力」を発揮するための 固有な権限(と りわけ教育予算などに かか
わる権限)を もっていること,な どが不可欠であろう。
答申が提言 している活性化の方策は,っ ぎのような分野である。{1}教育委員の人選,研 修,
②教育長の任期制,専 任制(市 町村)の導入,(3}苦情処理の責任体制の確立,{4)適格性を欠 く
教員への対応,⑤ 小規模市町村の事務処理体制の広域化,㈲ 知事部局等との連携などである。
以下,各分野の具体的な改革提言(必 要に応 じて,前記 「調査研究協力者会議」報告書一 以
下 「報告書」 と略称一 の提言にもふれる)の主なものについて検討 しておこう。
(1)教育委員の人選について
教育委員として,イ)人 格高潔で教育 ・文化に識見を有 し,教育行政に深い関心 と熱意を有
するなど,よ りふさわしい人材を選ぶこと,ロ)そ の際,若 い人材 ・女性の積極的登用,地 域
外 からの登用の考慮,国 立大学教官からの登用を可能 とすること(報告書)な どが提言 されて
いる。ロ)の部分が積極的に考慮 されれば,人選の範囲が広がり,委員の構成に多少の変化は
み られようが,そ れによって イ)でいわれている人材が選ばれる保証はない。イ)に関 して
はこれまでも繰 り返 しいわれてきたことであ り,「それだけでは実は,何 もいわないことに等
しい。 ど うすればそのような教育委員が得 られるか,と いう方法論」(r毎日』1986・4・26付
「社説」)が問題であり,東 京 ・中野区の準公選制はその1っ の方法として 全国の高い関心を
呼んでいることは,周知のことである。臨教審答申が準公選制の問題(公 選制,推薦制なども
含め)に一言も言及 していないことは,「いきいきとした活動を続 けている教育委員会の優れ
た経験を交流 し合い,一部の非活性化 して しまっている体質を根本的に改善 していくことが不
可欠である」 とのべている答申自身にも反 している。中野区の準公選制教育委員会こそ全国で
最 もいきいきと活動を続けている教育委員会であることは誰の目にも明らかだからである。
もっとも,この問題が 臨教審で全 く論議されなかったわけではない。 総会の論議では,「世
間の関心の高さからいうと,臨教審が何らかの態度を決める必要があるのではないか」,「公選
制になれば意見が活発になって住民の意向が教育行政に反映されると思 う」,「公選制と任命制
の中間のや り方はないだろうか」などの意見も出されたが,結 局 「面倒な問題に深入 りするの
は避けた方が得策」とい う 「政治的配慮」により,答申ばか りかr審 議経過の概要(そ の3)』
にすら触れ られなかったといわれている(『朝 日』1986・4・25)。
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(2)教育長の専任制(市 町村),任期制について
この点について答申は,教 育委員会の活性化のためには,教育長に適材を得ることが極めて
重要であり,そのための方策に関し,「教育長の資質 ・要件,専 任化,都 道府県教育委員会の
教育長 も含めた任期制の導入,教 育長の任命承認制度の得失等 を総合的に検討す る必 要 が あ
る」としてお り,歯切れが悪い。 これを受けた 「報告書」では,専 任化(市 町村),任期制に
ついては明確に提言 している。これにっいては,地教行法であいまいにされたものであり,制
度の本来の趣旨からみてそれ自体は当然であろう。
問題の焦点は教育長承認制の再検討にあったことは周知のことであるが,臨教審答申では結
局見送 りとなった。 香山健一 ・元臨教審委員によれば,「制度上の見直 しの象徴的な具体例 と
して,都道府県教育長の文部大臣による任命承認の廃止問題を提起 した。これに対 しては 当
時,文 部省の反対が極めて強 く,臨教審内部でも必ずしも明確な問題意識をもっていない委員
がいたことから合意形成に至 らず,第2次 答申では見送 られることになってしまった」 とされ
ている(「教育の地方分権の推進」r学遊』1988年1月号)。前記 「報告書」でも現行承認制の
堅持を明記 しているが,「この制度は,国,都 道府県,市 町村が協力して教育長に適材 を確 保
するための制度 として意義がある」 というのがその主な理由である。この点とかかわって 「報
告書」は,市 町村教育長の任命承認にあた り,「都道府県教育委員会 として,適切な基準を示
すなどの措置を講 じる」こと,市町村の要請に応じて 「人材を市町村教育長として派遣する」
制度の検討などにふれている。 また,教育長の資質 ・要件についても,「制度 として固定する
のではなく,'現行の任命承認制の活用によって,教育及び教育行政に専門的な経験や識見を有
する適材を広く総合的に判断して確保することが適切である」 として現行制度の維持を主張 し
ている。
教育長承認制度は,前節でふれたよ うに,文部省一→都道府県教育長一→市町村教育長 とい
う上意下達的教育行政のカナメとなってきたものであり,教育の地方 自治 の原則からいって
も,臨教審答申が強調 している教育委員会の自主性,主 体性の確立からみても矛盾するもので
ある。 臨教審は結局これに手を触れることをせず,「報告書」は積極的にこの制度の維持 を提
言しているだけでな く,「適材の確保」を理由に 「適切な基準」の設定や 「派遣」("天下 り教育
長")などによってこの制度をさらに強化する途 を打ち出 している。ここには,"市町村には,
文部省や 都道府県教育委員会の援助 ・協力がなければ 教育長に適材を確保する能力がない♂
といわんばか りの従来からある文部省の"後見人"的 姿勢が濃厚にみられる。
(3)苦情処理の責任体制の確立,地域住民の意向等の反映について
答申は,教 育委員会が父母,地域の意向や要望,・苦情を適切に反映するための方策 として,
教育委員が出向いた懇談会,広報広聴活動の格段の充実,苦 情や相談の受付 ・対応 ・処理 の仕
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組みの整備 ・確立(中学校区単位などで),学校等の教育活動の現状の地域住民への公表などを
提言している。「報告書」はこれ らについてのより具体的な方策を示すとともに,そ れに加え
て教育モニターの活用,テ レビ ・ラジオなどをふ くむ各種の広報媒体を活用 した広報活動,都
道府県教育委員と市町村教育委員の協議会の開催など多様な方策を例示している。いわば"行
動する教育委員会"の 提唱であ り,「活性化」方策全体の"目玉"に あたる部分 といえる。
これらの施策や活動の多 くは,本 来すべての教育委員会が当然の日常的活動として実施すべ
きことが らであるといってよい。とするな らば,な ぜ大半の教育委員会がこうした当た り前の
ことがらを日常活動 として 展開できなかったのだろうか。 恐 らく,「活性化」の"大号令"の
もとに,こ こに提言 されている多様なメニューのいくっかは,少 なからぬ教育委員会で取 り組
まれるであろう。しかし,それによってこの制度を活性化 させ,「真に再生」させることができ
るのだろ うか。
「教育委員会の活性化」とい う時,誰 もが思い浮かべるのは中野区の準公選制教育委員会で
あろう。前にもふれたように,そ れは全国で最も活性化している教育委員会であることは大方
異論はあるまい。活性化 した主な要因は,「区民投票」の導入による住民参加制度の確立,「住
民代表性」をもった教育委員の選任,会 議公開制の徹底の3点 にある。 「住民参加 と公開制」
にもとつ く活性化 と要約 してもよいだろう。答申や 「報告書」の提言は,住民参加制はもとよ
り会議の公開制にすら一言 もふれていない。住民とともに,住民 との直接のつなが りにおいて
教育委員会を活性化 していく,とい う発想は極めて希薄である。
(4)事務処理体制の広域化,知 事部局等との提携
「活性化がとくに問題 となる」のは人 口規模が小 さい市町村である,という認識に立つ臨教
審答申は,地方自治法に定める事務組合,教 育委員会の共同設置などによる事務処理体制の広
域化,共 同化,効 率化を積極的に図ることを提言 している。「報告書」 も指摘しているように,
市町村教育委員会では,本務職員数が10人以下のところが62.9%,指導主事を配置 していると
ころが26.6%であり,事務局体制の充実が不可欠であることは間違いない。 しかし,臨教審答
申自身が強調 している 「教育における地方分権の推進」の原則に立つならば,広域化,共 同化
を安易に強調すべきではなかろう。こうした所こそ,住 民 と教職員などの積極的な参加と協力
を得て活性化を実現することを,まず追求すべきであろう。首長部局などとの提携問題もまた
同様である。公立:私 立学校にかかわる行政の二元化の現実や生涯学習体系の確立の要請から
いっても,首長部局との提携,協 力は必要である。 しか し,その際,教 育委員会の自主性,主
体性が十分保障されなければならないだろう。
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(5)適格性を欠く教員のへの対応
「教員の職 に必要な適格性を欠 く者にっいては,適切な分限処分等の措置が行われることが
必要である」 との立場から第2次 答申は,任 命 ・内申 ・具 申権 の機能の有機的な連携による対
応,既 設の健康審査会等の機能の充実のほか,必要に応じて,適 格性を欠 く者にっいて教育委
員会がとるべき措置を 「調査 ・審議 し,意見を提出する機能」 をもっ諮問機関を設置すること
も考えられる,と している。この問題は当初,臨教審 の第3部 会で 「教員の資質向上の方策」
の一環 として提起 され,一 部の委員が異様な熱意をもってその具体化を図ろうとしたものであ
る(都道府県教育委員会に 「教職適性審議会(仮称)」を設置 し,新任教員の適格性の審査およ
び適格性を欠 く"問題教師"の 審査 をおこなわせる というもの)。さすがにこれには臨教審内
でも異論が少なくなく,結局,教 育委員会の活性化方策のなかで扱 うこととなり,上記のよう
な提言に一応落ち着いたものである。 しかし,教育委員会の活性化のバ ロメーターのひとつと
して位置づけることは大いに疑問がある。この問題は,教 員人事管理上の難問の一つであ り,
慎重な配慮 と深い調査 ・研究のなかで検討されなければな らないだろう。(1988.1.8記)
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